  １４－２　介護老人福祉施設（ユニット型）           （平成１１年　厚生省令第３９号（４６号））
	 申請者要件
	 法人であって、介護老人福祉施設事業を行う施設又は介護老人福祉施設を設置する者

	 人員基準
 (第２条)
 (第２１条)
 　　
	 　区分
	  　　職種・資格
	 　　　　　　員数

	
	 従業者
 (第２条)
	・医師
	・健康管理及び療養上の指導を行うために必要な数

	
	
	・生活相談員
	・入居者の数（※１）が１００人又はその端数を増すごとに１名以上
・常勤でなければならない
　

社会福祉法第１９条第１項各号のいずれかに該当

する者又は同等以上の能力を有する者。

	
	
	・介護職員
	
	・入居者の数（※１）が３人又はその端数を増すごとに１名以上（常勤換算方法）

・昼間については、ユニットごとに常時１人以上配置

・夜間及び深夜については、２ユニットごとに１人以上配置

・ユニットごとに常勤のユニットリーダー（※３）を配置

	
	
	・看護職員
 （看護師又は准看護師）
	・常勤１名以上　（※２）
	

	
	
	・栄養士又は管理栄養士
	・１名以上
定員４０人以下の事業所であって、他の施設等の栄養士との連携を図ることにより効果的な運営を期待でき、利用者の処遇に支障がない場合は、配置しなくても可

	
	
	・機能訓練指導員
	・１名以上
・理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師、あん摩マッサージ指圧師、はり師又はきゅう師の資格を有する者（はり師及びきゅう師については、理学療法士等の資格を有する機能訓練指導員を配置した事業所で６月以上機能訓練指導に従事した経験を有する者に限る。）　　　　　　　　　
ただし、入居者の日常生活やレクリエーション、行事等を通じて行う場合は、当該施設の生活相談員又は介護職員が兼務可
・当該施設の他の職務に従事することができる

	
	
	・介護支援専門員
	・常勤１名以上（入居者の数が１００人又はその端数を増すごとに１名を標準とする）
・入居者の処遇に支障がない場合は、当該施設の他の職務に従事することができる

	
	 管理者
 (第２１条)
	
	・常勤専従１名
管理上支障がない場合、当該施設の他の職務又は、他事業所・施設等又は当該施設のサテライト型居住施設の職務に従事可


※離島・過疎地域に所在する入所定員が30人の指定介護老人福祉施設に指定短期入所生活介護事業所、指定通所介護事業所、指定地域密着型通所介護事業所、併設型指定認知症対応型通所介護事業所、指定小規模多機能型居宅介護事業所、指定看護小規模多機能型居宅介護事業所等が併設される場合については、処遇等が適切に行われる場合に限り、それぞれ次のとおり人員基準の緩和を認めている。
⑴ 指定短期入所生活介護事業所又は指定介護予防短期入所生活介護事業所に置かないことができる人員

・ 医師 ・ 生活相談員 ・ 栄養士 ・ 機能訓練指導員
⑵ 指定通所介護事業所又は指定地域密着型通所介護事業所に置かないことができる人員

・ 生活相談員 ・ 機能訓練指導員 

⑶ 指定認知症対応型通所介護事業所又は指定介護予防認知症対応型通所介護事業所に置かないことができる人員 

・ 生活相談員 ・ 機能訓練指導員

⑷ 指定小規模多機能型居宅介護事業所、指定看護小規模多機能型居宅介護事業所又は指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所と併設する指定介護老人福祉施設に置かないことができる人員 

・ 介護支援専門員
	設備基準
 (第３条)
 (第35条)
   （※４）
	・基本的事項
	・耐火建築物
利用者の日常生活の場を１階以外に設けていない場合、及び安全性に係る一定の要件を満たしている場合には準耐火建築物でも可

	
	・ユニット
	・施設全体を居室と共同生活室によって一体的に構成される場所（ユニット）を単位として構成し、運営すること
・各ユニットの入居定員はおおむね１０人以下が原則
ただし、各ユニットにおいて利用者が相互に社会的関係を築き、自律的な日常生活を営むことを支援するのに支障がないと認められる場合には、入居定員が１５人までのユニットも可

	
	
	・居室
	・定員１人（夫婦室等は２人も可）

・共同生活室に近接し、一体的に設置
・使い慣れた家具を持ち込める広さを保証
・１人当たりの床面積１０．６５㎡以上
（居室内洗面設備は含み、居室内便所は除く）
・地階に設けることは不可
・寝台又はこれに代わる設備を備えること
・一以上の出入口は、避難上有効な空地、廊下又は広間に直接
 　面して設けること

・床面積の１４分の１以上に相当する面積を直接外気に面して開放できるようにすること
・入所者の身の回り品を保管することができる設備を備えること
・ブザー又はこれに代わる設備を設けること

	
	
	・共同生活室
	・ユニットの定員×２㎡以上を標準
・地階に設けることは不可
・ユニットの入居者が交流し、日常生活を営むにふさわしい場所であること
・他のユニットの入居者が通過する形態は不可
・当該ユニットの入居者全員とその介護等を行う従業者が一度に食事をしたり、談話等を楽しんだりすることが可能な備品を備えた上で車椅子が支障なく通行できる形状が確保されていること

・共同生活室間の壁を可動式にすることは不可
・簡易な流し、調理設備の設置が望ましい

・要介護者が食事をしたり、談話等を楽しんだりするのに適したテーブル、椅子等の備品を備えていること

	
	
	・洗面設備
	・居室ごとに設けることが望ましい
共同の場合は２カ所以上に分散して設けることが望ましい
・要介護者が使用するのに適したもの

	
	
	・便所
	・居室ごとに設けることが望ましい
共同の場合は２カ所以上に分散して設けることが望ましい
・ブザー又はこれに代わる設備を設けるとともに、要介護者が使用するのに適したもの

	
	 ・浴室
	・居室のある階ごとの設置が望ましい
・要介護者が入浴するのに適したもの

	設備基準
 (第３条)
 (第35条)
   （※３）
	 ・その他
	・医務室（医療法第１条の５第２項に規定する診療所）、調理室、洗濯室（又は洗濯場）、汚物処理室、介護材料室、事務室その他運営上必要な設備を設けること

・他のユニットの入居者と交流したり、多数の入居者が集まったりすることのできる場所を設けることが望ましい。
・廊下幅１．８ｍ以上（廊下の一部の幅をアルコーブ等で拡幅して円滑な往来が出来るなら１．５ｍでも可）

・中廊下幅２．７ｍ以上（廊下の一部の幅をアルコーブ等で拡幅して円滑な往来が出来るなら１．８ｍでも可
・常夜灯（廊下、共同生活室、便所等）

・手すり（廊下、階段）
・階段（緩傾斜）
・消火設備その他の非常用設備
・傾斜路１基以上（ユニット又は浴室が２階以上にある場合で、エレベーターを設けない場合）

	
	 ・必要な設備及び備品等


※１　入所(入居)者の数････前年度（４月１日～３月３１日）の平均値
　　①　新設・増床分の場合（前年度実績が１年未満の場合）

　　　・　新設・増床の時点から６月未満　　　　　････ベッド数の90％

　　　・　新設・増床の時点から６月以上１年未満　････直近の６月の平均値
　　　・　新設・増床の時点から１年以上経過　　　････直近１年の平均値
　　②　減床の場合

　　　・　減床後の実績が３月以上ある場合　　　　････減少後の平均値
※２　看護職員の数
　　　　　・ 　　　　入所(入居)者の数（※１） ≦  30人：常勤換算方法で１以上
    　 　 ・ 31人 ≦ 入所(入居)者の数（〃）　 ≦  50人：常勤換算方法で２以上
     　　 ・ 51人 ≦ 入所(入居)者の数（〃）　 ≦ 130人：常勤換算方法で３以上
     　　 ・131人 ≦ 入所(入居)者の数（〃）　　　　   ：常勤換算方法で「３＋α」以上
     「α＝入所(入居)者の数（※１）が50又はその端数を増すごとに１を加えて得た数以上」をいう。

※３　ユニットリーダー
当面は、ユニットケアリーダー研修を受講した職員を各施設に２名以上配置することで可（ただし２ユニット以下の施設は１名で可）。
なお、研修受講者が配置されていないユニットにおいては、ケアに責任を持つ者（研修受講者でなくても可）を決めることで足りる。
※４  他の社会福祉施設等の設備を利用することにより当該ユニット型特別養護老人ホームの効果的な運営を期待することができる場合であって、入所者の処遇に支障がないときは、浴室、医務室、調理室、洗濯室（又は洗濯場）、汚物処理室、介護材料室、事務室その他運営上必要な設備について、その一部を設けないことができる。

